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and Profit Shifting）」として OECD のみならず G20 で議論されるようになり、国際的な政
治問題として各国・地域が共同で解決へ向けて動いている。このように、国際課税問題の
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により二重課税や推定課税リスクに直面している。日本経済新聞平成 26 年 6 月 18 日記事
に「経済産業省が平成 26（2014）年 3 月に実施したアンケート調査によると、過去 5 年以
内に国際的な二重課税の原因となる課税が生じた企業は回答企業の約 14%（124/895 社）













































浸食または利益移転（BEPS：Base Erosion and Profit Shifting）」（以下、BEPS）を取り上
げる。この問題は一般的に「企業の行き過ぎた節税」とも呼ばれており、各国の税務や税
制優遇措置を活用した合法的な租税回避行為として、OECD や G20 などがその問題解決の
                                                     
4 主なリスクとして追徴課税、推定課税、二重課税などが考えられる。 




























                                                     
5 『税大講本 税法入門（平成 25 年度版）』（2013）国税庁税務大学校 
 http://www.nta.go.jp/ntc/kouhon/nyuumon/mokuji.htm 
6 税大講本では R.A.マスグレイブの理論を現代社会の代表的な租税原則として紹介している。 














財務省発表の資料によると平成 26 年度一般会計予算編成の歳入総額は約 95.9 兆円であ




＜図表 1 国家予算に占める税収の割合＞ 
 
（出所）『国税庁レポート 2014』（2014）9 頁 国税庁 
                                                     
7 損益計算書重視から貸借対照表、キャッシュ・フロー重視へのシフト、株主価値向上の重要性の
認識などが挙げられる 
8 BEPS が近年における典型例である 






























                                                     
9  平成 21（2009）年度の税制改正により、海外子会社からの配当金については国外所得免除方式が
採用された 

































12 平成 22 年度改正時点 































                                                     
13 一定の基準を適用除外基準、一定の資産性所得を特定所得という 
14 KPMG 税理士法人『国際税務 グローバル戦略と実務』（2013）100 頁 ㈱東洋経済新報社 
15 会計上の利益－関係会社配当等－過去 7 年以内の繰越欠損金－当期に確定した法人所得税 
16 他の法人を通じて間接的に保有している株式を含む 
17 KPMG 税理士法人『国際税務 グローバル戦略と実務』（2013）102 頁 ㈱東洋経済新報社 





























適用除外を判定することとしている。（措令第 39 条の 17 の 2） 
                                                     
18 原則として日本標準産業分類を基準として判定する（措通第 66 条の 6 の 17） 

















非関連者基準から関連者の範囲を示すと以下のとおりとなる。（措法第 66 条の 6 の
3、措令第 39 条の 17） 
a. 特定外国子会社等の発行株式等の 10%以上を直接および間接保有する内国法
人およびその同族関連者 













































                                                     
21 卸売業、銀行業、信託業、金融商品取引業、保険業、水運業、航空運送業 
22 木村俊治『タックスヘイブン対策税制の実務 Q&A（第 2 版）－租税事案の実証研究と企業の対
応策』（2013）200～201 頁 ㈱中央経済社 



















例：本業収入 △10、資産性所得① +5、資産性所得② +20 の場合 
課税対象金額の合算課税限度額＝△10+5+20＝+15  
資産性取得の合算にあたっては、次の少額基準による例外規定が設けられており（措法
第 66 条の 6 の 5、措令第 39 条の 17 の 2）、以下の基準に該当する場合には合算課税は行わ
れない。（デミニマス基準） 

















平成 22 年度改正： 適用除外基準のうち、事業基準、非関連者基準に関しての見直し 













に結び付くことが認められる業務としている。（措令第 39 条の 17 の 1） 
≪用語の意義≫（措令第 39 条の 17） 
 統括会社 
次の要件を全て満たす特定外国子会社等をいう。 
1). 内国法人に発行済株式等の 100%を直接または間接保有されていること 






1). 統括会社が発行済株式等の 25%以上を保有し、かつ議決権の 25%以上を保有すること 
2). 本店所在地国に事業を行うに必要と認められる従事者を有すること 
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3). 統括会社の一定の関連者（ひ孫会社まで） 
＜図表 2 統括・被統括のイメージ＞ 
 




























＜図表 3 課税判定フロー＞ 
 



































                                                     
25 本稿第 3 章を参照 
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＜図表 4 50%出資比率と移転価格税制適用要件例＞ 
 
（出所）藤森康一郎『実務ガイダンス 移転価格税制（第 2 版）』（2010）4～5 頁 ㈱中央経済社 

































＜図表 5 財務諸表項目と移転価格税制調査対象の関係性（イメージ）＞ 
財務諸表（損益計算書） 移転価格税制における取引内容 







営業利益   
 営業外収益 投資・財務活動  
 
課税対象外取引※ 









措法第 66 条の 4 および同法施行令第 39 条の 12 で以下の算定方法が認められている。 
① 独立価格比準法（Comparable Uncontrolled Price Method） 
② 再販売価格基準法（Resale Price Method） 
③ 原価基準法（Cost Plus Method） 
④ 基本三法26に準ずる方法 
⑤ 政令に定める方法 
⑥ 利益分割法（Profit Split Method） 
⑦ 取引単位営業利益法（Transactional Net Margin Method） 
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⑧ 取引単位営業利益法に準ずる方法 
＜図表 6 移転価格の算定方法の概要（一部）＞ 










































































することを意味しており、措通第 66 条の 4 では次のように規定している。 
                                                     
27 多くの税務当局は、Bereau van Dijk（ビューロ・ヴァン・ダイク）社の企業データベースサービ
ス（OSIRIS・ORBIS）を使用している 
28 下線部抜粋：藤森康一郎『実務ガイダンス 移転価格税制（第 2 版）』（2010）107 頁 ㈱中央
経済社 
29 日本では標準産業分類コード（総務省）を、海外では SIC コードを利用することが多い 
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30 藤森康一郎『実務ガイダンス 移転価格税制（第 2 版）』（2010）123 頁 ㈱中央経済社 
31 日本は原則として、直近 3 ヵ年決算期の平均の指標が四分位レンジに収まっていることで概ね所
得の蓋然性があると判断されるが、米国や中国は中央値（第 2 四分位）を基準として更正金額を決
定している。 
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32 所定の手続きにより予め法人の国外関連者取引の移転価格について自国と相手国において問題と
ならないように協議する制度 
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（出所）山田真毅「第 4 回グローバル連結経営の観点から考える移転価格対応」『月刊誌会計情報 2014 年 9



















 32 / 108 
 
＜図表 8 企業の移転価格と国家税収の変化、課税の流れ（イメージ）＞ 
・甲国親会社法人税率：40%、乙国子会社法人税率：15% 
・シナリオ A：連結利益の配分を甲 8：乙 2、シナリオ B：同配分を甲 2：乙 8 











税引前利益 80 20 100 税引前利益 20 80 100 
法人税等 32 3 35 法人税等 8 12 20 
































とする。同条約の第 5 条に恒久的施設、第 7 条に事業所得についての記述がある。 
第 5 条の恒久的施設は、事業を行う一定の場所で企業がその事業の全部または一部を行
っているものを指し、日本においては次のとおりに分類される。 
 支店 PE 
事業の管理の場所・支店・事務所・工場33・作業場・鉱山、石油または天然ガスの杭
井、採石場その他天然資源を採取する場所 
 建設 PE 
建物工事現場または建設もしくは据付けの工事で 12ヶ月34を超える期間存続するもの 
















                                                     
33 支店形態で設立した場合を指し、子会社設立しクロスボーダー取引を行う工場は PE とならない 
34 タイは 3 ヵ月超となっており各国との租税条約で内容が異なる点に注意が必要である 
35 契約締結、受発注、値決め、価格交渉、納期交渉などの行為 
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を保有していることが多く、この事実により実態関係が明らかになることも多い。 
＜図表 9 サービス（役務提供）に係る PE 課税＞ 
 
（出所）平井和美「海外勤務者をめぐる認定課税リスクの低減策」『旬刊経理情報 2014 年 3 月 1 日号』（2014）
39 頁 ㈱中央経済社 
その他にサービス PE の考えがある。国連モデル租税条約第 5 条の 3 に「企業がその目
的に通じた従業員またはその他の者より行ったコンサルタント・サービスを含む役務提供、
ただし、これはこの活動が当該契約国において、事業年度の開始・終了とは関わりのない
12 ヵ月の間に 183 日を超える期間または合計期間におよぶ場合に限るものとする36」と定
めてあり、長期滞在だけではなく固定的・常習的な出張についても、その国・地域におけ







な利害を考慮し PE による所得課税の考えが生まれたと考える。 
 
                                                     
36 下線部抜粋：池田良一『欧州ビジネスのための EU 税制 付加価値税・移転価格税制・PE 課税』
（2013）455 頁 ㈱税務経理協会 




























                                                     
37 みなし利益課税方式という 
38 この基準は中国 国税函（2010）75 号、19 号公告にて定められた内容だが、OECD も同様の解釈
を示しており、国際的な判断基準とされている（出所：平井和美「海外勤務者をめぐる認定課税リ
スクの低減策」『旬刊経理情報 2014 年 3 月 1 日号』（2014）40 頁 ㈱中央経済社） 
39 下線部抜粋：平井和美「海外勤務者をめぐる認定課税リスクの低減策」『旬刊経理情報 2014 年 3
月 1 日号』（2014）37 頁 ㈱中央経済社 































制度との調整が OECD や国連のガイドラインや租税条約モデルである。 



























年 7 月実施）によると、海外現地法人数は平成 9 年度の 13,166 社から平成 24 年度は 23,351
社と約 1.7 倍に増加、そのうちアジアが 65.2%40を占め、今後も積極的な海外展開が続くこ
                                                     
40 主な内訳は中国が 33.0%と+2.5P、ASEAN4 は 16.2%、NIEs3 は 11.2%と横ばい、ベトナム・イン
ド等その他は 4.9%の+0.4P となっている。 
（ASEAN4：マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン、NIEs3：シンガポール、台湾、韓国） 
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とが予想される。 
＜図表 10 日本企業の海外進出状況＞ 
 









 売上高は 199.0 兆円（前年度比+9.2P）となり、アジア・北米で増加となった。経
常利益は 7.6 兆円（△28.1%）、内部留保額 1.8 兆円（△51.6%）と、昨年度も同水
準の減少率であることから、海外事業による利益は減少傾向にある。予想される
要因として、日本の海外子会社配当優遇税制による利潤の国内還元の動きも考え




 設備投資額は 3.8 兆円（+23.8%）と、3 年連続の増加であり、海外現地における
生産活動の拡大は今後も続くと思われる 
 平成 24 年度末における現地法人従業員数は 558 万人（+6.8%）と前年に引き続き
過去最高水準となっている。 
 製造業における海外研究開発費は約 220 億円（+0.9%）と、輸送機器、生産用機
械などを中心に増加しており、特にアジア地域における研究・開発拠点の移転な
どが近年は増加傾向にある。 
▷ 現地法人からの日本出資者向け配当金、ロイヤルティ等の支払額は 3.2 兆円
（+16.7%）と上昇し過去最高水準となっている 
▷ 海外との資金移動については、国外からの入金や国外送金時に金融機関から税務署
へ提出する国外送金等調書41の枚数は、平成 24 事務年度 564 万枚（前年度比+47 万
枚）となり、制度導入した平成 10 事務年度比約 2.3 倍と高水準で推移している。 
▷ 海外企業の M&A 件数は、トムソン・ロイターの調査によると平成 24 年度 3 月期











平成 25 年事務年度は件数・金額ともに高水準を維持しているものの、1 件当たりの申告
漏れ所得金額を含め全体的に減少傾向に転じてきており、海外取引調査を重点的に取り組
                                                     
41 取扱金額が 100 万円を超える場合に提出（平成 21 年 4 月までは 200 万円超） 







第 66 条の 4 の 3「国外関連者に対する寄附金の損金不算入」の適用、あるいは移転価格取
引税制に基づく課税対象の検討となる。 
＜図表 11 海外取引法人等に対する調査の実地状況＞ 
 
次頁へ続く 





















































＜図表 13 タックスヘイブン対策税制に係る実地調査＞ 
 









                                                     
42 下線部抜粋：『月刊国際税務 別冊 2014 年 1 月号』（2014）52 頁 国際税務研究会 
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等の保管も親会社にあるなど経営管理業務を現地で行っていない 





























 45 / 108 
 
に、租税条約に基づく海外税務当局との情報交換の重要性が増している。 








































 OECD 税務長官会議（OECD FTA：OECD Forum on Tax Administration） 
OECD 加盟国及び非加盟国のうち主要な国・地域の税務長官が参加する会合であり、平成
25（2013）年 5 月にモスクワで第 8 回会合が開催され（45 ヵ国・地域が参加）、国際的な
脱税（オフショア・ノンコンプライアンス）・BEPS への対応、企業の税務コンプライアン









は、BEPS に対する対抗策（BEPS 行動計画）への取組みも盛んになっている。 









二国間の取組みは、78 ヵ国・地域43と 60 の租税条約を締結し、多国間の取組みとして、
税務行政執行共助条約を平成 25（2013）年 10 月に発動し、米、英、仏、伊、韓等 37 ヵ国
と情報交換・徴収共助・送達共助など租税に関する行政支援を相互に行う体制を整えてい
る。 
                                                     
43 平成 25 年 10 月 1 日現在 
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＜図表 16 日本当局の租税条約に基づくネットワーク＞ 
 
（出所）『平成 24 年度における租税条約等に基づく情報交換事績の概要』（2013）8 頁 国税庁 
＜図表 17 租税条約に基づく徴収共助の仕組み＞ 
 




シェルター情報センター（JITSIC：Joint International Tax Shelter Information Centre、参
加国：日、米、英、加、豪、韓、中、仏）へ国税庁職員を派遣し、メンバー間の情報交換
を積極的に行っている。また、国際協力機構（JICA：Japan International Cooperation 



















上、益金不算入として計算できる。（法法第 23 条の 2、法令第 22 条の 4 の 2）ただし、確
定申告時に適用を受ける対象の剰余金の配当等の額およびその算出根拠の記載や、一定の
書類の保存がない場合には適用を受けることができない。（法法第 23 条の 2 の 3） 
 発行済株式総数等の総数または総額、あるいは議決権の 25%以上を保有している 
 配当等の支払義務が確定する日以前の 6 ヵ月以上継続して保有している 
また、本制度の対象となる配当の範囲は以下のとおりである。（法法第 23 条の 1 の 1、
第 23 条の 2 の 1） 
 株式または出資に係る剰余金の配当（資本剰余金の減少および分割型分割44を除く） 
 利益の配当（分割型分割を除く） 
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 剰余金の分配（出資に係るものに限る） 






＜図表 18 二重課税排除のフロー＞ 
 
（出所）木村俊治『タックスヘイブン対策税制の実務 Q&A（第 2 版）－租税事案の実証研究と企業の対応
策』（2013）61 頁 ㈱中央経済社 
i. 法人税法適用を優先し、b 外国子会社（25%以上の保有）の配当 95%を益金不算入 
ii. 措法第 66 条の 8 の 2 の二重課税排除規定を適用し、c の残り 5%部分は特定課税対
象金額の範囲で益金不算入 
































に沿った帰属主義（以下、AOA46）に見直すことが閣議決定され、平成 28（2016）年 4 月
1 日以降に開始する事業年度分より適用となった。 
AOA とは OECD モデル租税条約 7 条の考えに基づき、外国法人の恒久的施設（本節以
下、PE）に対し、当該拠点に帰属すべき所得を独立企業として捉えるアプローチであり、
日本に PE 拠点を構える内国・外国法人に対して以下の影響が予想される。 
≪日本に支店等を構える外国法人への影響≫ 




 国内 PE が国外投資で第三国課税（源泉所得）を受けている場合は、従来は課税対象
外であったものが外国税額控除対象となる。 
                                                     
46 Authorized OECD Approach 















＜図表 19 総合主義と帰属主義の違い＞ 
 
次頁へ続く 
                                                     
47  川田剛「平成 26 年度税制改正における国際課税分野の改正見込事項－総合主義から帰属主義へ
大転換－」『月刊国際税務 2014 年 2 月号』（2014）55 頁 国際税務研究会 
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48 本節における事例については、主に以下の文献等を参考としている 
 藤森康一郎『実務ガイダンス 移転価格税制（第 2 版）』（2010）第 5 章 ㈱中央経済社 
 TKC ローライブラリー判例解説（http://www.tkclex.ne.jp/commentary/taxes.html） 




























                                                     
49 平成 22（2010）年度の税制改正で、推定課税規定や第三者への質問・検査規定の発動要件である
「独立企業間価格を算定するために必要とされる書類」が規則第 22 条の 10 で明確化され、それら
の書類を遅滞なく提示または提出しなかった（かつ税務当局が独立企業間価格を算定できない）場
合は推定課税を課される。 































                                                     
50 見返りのない一方的な経済的利益の供与 
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【事例 2 内国法規制の事例】 
相手国の一方的な規制は事前確認による協議による容認等がない限り認められないこと
が多い。以下にロイヤリティ料率制限と移転価格税制の関係を例に取り上げる。 
図表 21 のロイヤリティ取引は、通常はライセンス付与企業に対して自身の商圏である B
国の売上の 6%の対価回収を求めている。一方で類似取引を行っている A 国の国外関連者
間については、A 国の法律によりロイヤリティ料率に上限を設けられているため、法的事
由により A 国の国外関連者に関してのみ通常とは異なる A 国上限料率を設定していた。 
＜図表 21 取引の概要＞ 
 









                                                     
51 藤森（2010）は、有形資産取引の価格に対して料率差額を乗せて回収することを提案している 
52 類似取引との差額分析による重要性判断の検討を含む 





【事例 3 移転価格税制における推定課税の事例】 























                                                     































































【事例 5 外国税と国内税との違いに関する判例】 
外国で定められている税が日本の法人所得税にあたるかなど租税の解釈に関する件を 2
例取り上げる。 



























                                                     
57 TKC 法律情報データベース『大阪地裁 法人税更正処分取消等請求事件』（平成 23 年 6 月 24 日
棄却・控訴） 















 ガーンジー島（Designer rate tax） 
外国における課税が国内法人税に相当する税かどうかが争点となり、1 審 2 審と納税者
敗訴であったが最高裁判決において逆転勝訴となった事例である。 
英国王室属領のチャネル諸島ガーンジー島に子会社を設立するにあたり、法人税課税の
方法に 4 つの選択肢が与えられることが、当領における税制の特徴である。 
＜ガーンジー島における法人税課税の選択肢＞ 
① 20%の標準課税 
② 年間 500 ポンドの申請料により免税法人を取得 
③ 所得に段階的な低減税率を適用 
④ 0%超え 30%以下の間で当局と交渉により税率を決定（Designer rate tax） 
日本の損害保険会社が当領にキャプティブ保険子会社を設立するにあたり、④の
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訴訟においても、この Designer rate tax が外国法人税と解釈すべきかが争点となり、最
高裁判決は「当時の国内法人税法に Designer rate tax を外国法人税から除外する取り決め
（明文規定）が存在しないため、外国法人税に該当することを否定できない」と判断し、
最終的に納税者の勝訴となった。本判決は租税法律主義に重きを置いた判断と解釈されて
おり、その後の平成 23（2011）年度の税制改正において、Designer rate tax は外国法人税
の対象外と明文化された。（図表 24 ハ） 






（出所）中塚秀聡「条文から読み解く制度の内容と留意点 第 1 回外国税額控除フレームワーク」『週刊 税務
















                                                     
58 筆者が本論文を作成した時点における内容 










 香港において来料加工取引による所得の 50%は海外所得と認められる（法人税非課税） 
 中国・香港間の原材料、製品（加工品）の往来についての関税免除（図表 26②） 





 66 / 108 
 
＜図表 26 A 社の来料加工取引＞ 
 
（出所）前田謙二『タックス・プランニングを理解する国際租税戦略の実務入門』（2013）111 頁 税務研究会
出版局、『月刊国際税務 別冊』2014 年 1 月号 国際税務研究会 
裁判における争点は、措法第 66 条の 6 の 4 の「主たる事業の判断」であり、双方の主張
と根拠は次のとおりである。 
＜図表 27 A 社、税務当局の適用除外要件に対する主張＞ 
措法に基づく判断 A 社 税務当局 
事業基準 ○ ○ 
実体基準 ○ ○ 
管理支配基準 ○ ○ 






































































                                                     
59 移転価格税制の APA により国と合意した内容の適用についても主張を取り下げている 
60 『月刊国際税務 別冊 2014 年 1 月号』（2014） 国際税務研究会 
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【事例 8 租税条約との関係に関する判例】 
本件はタックスヘイブン対策税制と租税条約（本例は日星間）との関係や、タックスヘ
イブン対策税制の課税対象法人についての解釈に適した例である。 
＜図表 29 グループの関係と取引の概要＞ 
 
（出所）『月刊国際税務 2013 年 9 月号』（2013） 国際税務研究会 
シンガポール所在の A 社が事業資金調達を目的に、保有株式を持株会社の関連会社へ売
却しキャピタルゲインを得た。この所得はシンガポールにおいて非課税のため、日本親会
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 国際課税問題の今後の展望 ～税源浸食または利益移転（BEPS：Base 






















                                                     
62 本例はあくまでもタックス・プランニングの有効性を示したことにすぎず、実際の取引において
は、租税条約や法律、会計、税務など様々な条件により異なる 
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【事例 10 日産自動車の ASEAN 地域統括会社をシンガポールからタイへ移転64】 
2011 年 7 月に地域マーケティング・販売機能を担っていたシンガポール子会社とタイ子
会社を再編し、ASEAN 地域における地域マーケティング・販売、商品企画、プログラム
管理、R&D、モノづくり戦略（購買、生産、SCM）等の役割を担う新会社をタイへ設立し
                                                     
63 同社ホームページ、日本経済新聞 2013 年 12 月 5 日記事 
64 同社ホームページ、日経 BP、日本経済新聞 2013 年 12 月 6 日記事 
● 租税条約により源泉税が課される ● 免税国へ中間持株会社設立
法人税率：40％ 法人税率：40％
配当金 900 配当金 1,000
95％益金不算入 855 95％益金不算入 950
5％課税 45 5％課税 50














税前利益 1,250 税前利益 1,250
配当金：1000 法人税 (250) 配当金：1000 法人税 (250)
























ンにより日本 IBM 社等の株式を譲渡し、同時に日本 IBM 株式は売買価格とほぼ同額で自
己株式の取得を実施する。（日本中間持株会社から日本 IBM 社へ株式譲渡）日本中間持株













                                                     
65 当時、自己株式取得の際に資本金等を超える部分の金額はみなし配当とされ、みなし配当は益金
不算入とされていたため、譲渡損失分の損金を計上することができた 





 （参照：新日本有限責任監査法人 会計情報トピックス 2011 年 4 月 7 日
http://www.shinnihon.or.jp/corporate-accounting/accounting-topics/2011/2011-04-07-06.html） 
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象となっている。 
＜図表 31 IBM 訴訟の取引概要＞ 
 


















                                                     
67 最終的に 2014 年までに合計 2,000 万ポンドを納税する予定 












＜図表 32 ダブルアイリッシュ・ウィズ・ダッチサンドイッチ概要図＞ 
 
（出所）『月刊国際税務 別冊 2014 年 1 月号』（2014）25 頁 国際税務研究会、前田謙二『タックス・プラン
ニングを理解する国際租税戦略の実務入門』（2013）第 7 章 税務研究会出版局 
まず、米国から軽税国であるアイルランドへ合法的に所得移転を図る手法について述べ












＜図表 33 アイルランドにおける管理支配基準制度の活用＞ 
 










                                                     
68 移転価格税制の問題とならないように価格算出する必要がある 
69 愛：アイルランド、蘭：オランダ 
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＜図表 34 愛蘭租税条約を利用したロイヤリティ源泉税免税＞ 
 








最後に、米国のタックスヘイブン対策税制（CFC 税制）の回避については check the box 
rule を活用する。（図表 35） 
                                                     
70 この間のロイヤリティ料率も移転価格税制の問題とならないように考慮する必要がある 
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＜図表 35 米国 CFC 税制の回避＞ 
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＜図表 36 法人税負担率の比較（法人税には当年度分及び繰延税額を含む）＞ 
（millions in US$） 
  アップル グーグル マイクロソフト サムスン 
本社拠点地の法定税率 40.75% 24.20% 
全
社 
税引前利益 A 55,763 13,386 22,267 27,929 
法人税等 B 14,030 2,598 5,289 5,666 
B/A 25.2% 19.4% 23.8% 20.3% 
海
外 
税引前利益 A 36,800 8,075 20,700 N/A 
法人税等 B 713 432 1,947 N/A 
B/A 1.9% 5.3% 9.4% N/A 
（出所）小林誠「知財と税金の意外な関係～グローバルタックスマネジメントで企業競争力を高める～」2013
年 6 月 12 日 日経ビジネスオンライン 
 
第三節 BEPS への対応 ～国際的な税制調和へ向けた動き～ 














2013年7月には、BEPS行動計画"Action Plan on Base Erosion and Profit Shifting"をG20財務








＜図表 37  BEPS 行動計画の概要＞ 
項目 期限 







 PE 課税範囲の拡大 
 源泉国課税ルール 
 VAT、GST 等による効果的な徴収方法の検討 







                                                     
71 中国、インド、インドネシア、サウジアラビア、ロシア、ブラジル、アルゼンチン、南アフリカ 
72 非加盟国は OECD 加盟に対するメンバーシップフィー相当額の支払いに応じている 
73 取引概要図については、数例を Appendix に掲載している 









3 外国子会社合算（タックスヘイブン対策）税制の強化 2015年9月 
 各国が最低限導入すべき水準の策定。 



















                                                     
74 CFC 税制およびその他税制によって課税対象外となるものを含む 
75 利益帰属の問題に対する対応を含む 









9 移転価格税制（リスクと資本） 2015年9月 
 国外関連者へのリスク移転や過度な資本配分による移転価格に対するルールの策
定。 
10 移転価格税制（他の租税回避の可能性が高い取引） 2015年9月 
 非関連者に対する取引では発生しない取引に対するルールの策定。 
 グローバルバリューチェーン取引の中での移転価格算定方法の適用の明確化 





 BEPS 行動計画の効果と経済的影響を継続してモニター評価する手法の策定 
12 タックス・プランニングの報告義務 2015年9月 
13 移転価格関連の文書化の再検討 2014年9月 






（出所）税理士法人プライスウオーターハウスクーパース pwc Japan Tax Update Issue90『OECD：BEPSに関す
る行動計画の発表』2013年7月号（2013）、KPMG税理士法人『KPMG TaxメールマガジンNo.78』2014年9月18
日号（2014） 
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 2014 年 9 月の移転価格文書化規程の改定 
この改定の主な目的は、税務当局がグローバル企業全体を把握することであり、グルー
プ全体の移転価格ポリシーに関する損益結果について、より高度な視野から情報収集が可
能となる。この背景には、OECD が BEPS に対する対処法のひとつとして、各国の税務当
局が移転価格のリスク評価や調査を行うにあたり、納税者が十分な情報を提供し透明性を
高めることを重視したことにある。提出が求められる文書は以下のとおりである。 

















                                                     
76 連結報告用パッケージ、法定財務諸表、内部管理用の財務諸表などが挙げられる 










＜図表 38  CBC レポートの構成項目＞ 
① 総収入（関連・非関連者合計） ② 利益剰余金 
③ 税引前利益（損失） ④ 従業員数 
⑤ 法人税額（納付税額ベース） ⑥ 有権固定資産（現金および現金等物を除く） 
⑦ 未払法人税額（直近事業年度） ⑧ 構成事業体、事業体の所在地、事業活動 
⑨ 資本金  















                                                     
77 具体的な取引ごとに税務当局と税法上の扱いについて合意を得る制度 
































                                                     
78 Multnational Enterprise（多国籍企業）の略称 
































が公正な競争環境を整える EU 規定に違反しているとの見解を示した。この見解は EU 競
争法で禁止されている不当な国家補助（EU 機能条約第 107 条）81に抵触する可能性を示唆
                                                     






























                                                                                                                                                                
 ⅲ：独占的優遇措置の容認の禁止 
 ⅳ：競争歪曲的な国家補助による規制 
 （参照：池田良一『欧州ビジネスのための EU 税制 付加価値税・移転価格税制・PE 課税』（2013）
115 頁 ㈱税務研究会、公正取引委員会ホームページ 
http://www.jftc.go.jp/kokusai/worldcom/kakkoku/abc/allabc/e/eu.html） 

















85。2014 年 8 月に発表した米バーガーキング・ワールドワイド社の加コーヒー・ドーナツ
チェーン ティム・ホートンズ社の買収によるカナダ移転、日東京エレクトロン社との合併



















85 この規制は発表後（2014 年 9 月 22 日）に米国外移転を実施する企業が対象となる 































た。そして最後に、近年国際的な政治問題までに発展した BEPS について、OECD を中心








た合法的な手段で租税回避を図るようになったため、OECD はこの問題を BEPS と称し、
重大かつ喫緊に解決を図るべき課題と認識して対策に取り組んだ。OECD は、問題解決に
はより広範囲な多国間あるいは主要国全体の協調が必要と判断し、G20 へ行動計画を提出




































を図表 39 に記す。 






















































                                                     
86 軽税国活用による法人税引き下げや日本のタックスヘイブン対策税制の適用除外要件（統括事業
会社）の活用による連結実効税率の引き下げなどが考えられる 
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Appendix 
＜図表 40 主要国・地域の税率、指標の推移＞ 
2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 推計値※
ドイツ 法人税名目税率：％ 29.5% 29.4% 29.4% 29.4% 29.5% 29.6% 29.6%
間接税率：％ 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0%
実質GDP成長率：％ 0.8% -5.1% 3.9% 3.4% 0.9% 0.5% 1.4% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 1.00 1.01 1.02 1.02 1.02 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
56.44 -18.63 -51.01 28.80 50.56 49.07 43.60 2013
オランダ 法人税名目税率：％ 25.5% 25.5% 25.5% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
間接税率：％ 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 21.0% 21.0% 21.0%
実質GDP成長率：％ 2.1% -3.3% 1.1% 1.7% -1.6% -0.7% 0.6% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.02 1.01 1.01 1.02 1.03 1.03 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
12.73 -22.83 -21.48 -17.30 -16.56 -7.96 -9.37 2013
ベルギー 法人税名目税率：％ 34.0% 34.0% 34.0% 34.0% 34.0% 34.0% 34.0%
間接税率：％ 21.0% 21.0% 21.0% 21.0% 21.0% 21.0% 21.0%
実質GDP成長率：％ 1.0% -2.8% 2.3% 1.8% -0.1% 0.2% 1.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.00 1.02 1.03 1.03 1.01 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
8.62 -7.47 -2.35 -2.75 -3.27 1.35 1.04 2013
デンマーク 法人税名目税率：％ 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 24.5%
間接税率：％ 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
実質GDP成長率：％ -0.8% -5.7% 1.4% 1.1% -0.4% 0.4% 1.5% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 1.01 1.02 1.03 1.02 1.01 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
59.00 -40.60 -38.86 -26.93 -63.79 -9.82 -15.97 2013
スペイン 法人税名目税率：％ 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0%
間接税率：％ 16.0% 16.0% 18.0% 18.0% 21.0% 21.0% 21.0%
実質GDP成長率：％ 0.9% -3.8% -0.2% 0.1% -1.6% -1.2% 1.3% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.00 1.02 1.03 1.02 1.02 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-37.37 -103.34 -85.62 -79.19 -83.33 -42.82 -28.20 2013
ポルトガル 法人税名目税率：％ 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 23.0%
間接税率：％ 21.0% 20.0% 21.0% 23.0% 23.0% 23.0% 23.0%
実質GDP成長率：％ 0.0% -2.9% 1.9% -1.3% -3.2% -1.4% 1.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 0.99 1.01 1.04 1.03 1.00 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-1.73 -12.61 -12.37 -1.10 -4.21 -1.06 0.55 2013
フランス 法人税名目税率：％ 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3%
間接税率：％ 19.6% 19.6% 19.6% 19.6% 19.6% 19.6% 20.0%
実質GDP成長率：％ 0.2% -2.9% 2.0% 2.1% 0.3% 0.3% 0.4% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 1.00 1.02 1.02 1.02 1.01 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-10.96 -95.81 -90.41 -54.03 -50.93 -44.36 -49.69 2013
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 推計値※
イタリア 法人税名目税率：％ 31.4% 31.4% 31.4% 31.4% 31.4% 31.4% 31.4%
間接税率：％ 20.0% 20.0% 20.0% 21.0% 21.0% 21.0% 22.0%
実質GDP成長率：％ -1.2% -5.5% 1.7% 0.5% -2.4% -1.9% -0.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 1.01 1.02 1.03 1.03 1.01 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
34.98 -15.77 -1.38 16.06 35.88 31.58 29.88 2013
ブルガリア 法人税名目税率：％ 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
間接税率：％ 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
実質GDP成長率：％ 6.2% -5.5% 0.4% 1.8% 0.6% 0.9% 1.4% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.12 1.02 1.03 1.03 1.02 1.00 0.99 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
1.93 -0.41 -2.64 -1.24 -0.11 -1.06 -1.64 2013
ギリシャ 法人税名目税率：％ 25.0% 25.0% 24.0% 20.0% 20.0% 26.0% 26.0%
間接税率：％ 19.0% 19.0% 23.0% 23.0% 23.0% 23.0% 23.0%
実質GDP成長率：％ -0.2% -3.1% -4.9% -7.1% -7.0% -3.9% 0.6% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.01 1.05 1.03 1.02 0.99 0.99 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-11.23 -24.24 -11.26 -5.08 -2.60 1.46 2.73 2013
キプロス 法人税名目税率：％ 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 12.5% 12.5%
間接税率：％ 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 17.0% 18.0% 19.0%
実質GDP成長率：％ 3.6% -1.9% 1.3% 0.4% -2.4% -5.4% -3.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.00 1.03 1.03 1.03 1.00 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
0.58 -0.66 -0.62 -0.80 -0.64 -0.31 -0.15 2013
トルコ 法人税名目税率：％ 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
間接税率：％ 18.0% 18.0% 18.0% 18.0% 18.0% 18.0% 18.0%
実質GDP成長率：％ 0.7% -4.8% 9.2% 8.8% 2.1% 4.1% 3.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.10 1.06 1.09 1.06 1.09 1.07 1.09 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
15.73 -14.50 2.73 26.76 19.40 20.54 6.40 2013
ラトビア 法人税名目税率：％ 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0%
間接税率：％ 18.0% 21.0% 21.0% 22.0% 21.0% 21.0% 21.0%
実質GDP成長率：％ -2.8% -17.7% -1.3% 5.3% 5.2% 4.1% 2.7% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.15 1.03 0.99 1.04 1.02 1.00 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-1.70 -1.34 -1.15 -0.45 0.30 0.01 0.16 2013
リトアニア 法人税名目税率：％ 15.0% 20.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0%
間接税率：％ 18.0% 19.0% 21.0% 21.0% 21.0% 21.0% 21.0%
実質GDP成長率：％ 2.9% -14.8% 1.6% 6.0% 3.7% 3.3% 3.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.11 1.04 1.01 1.04 1.03 1.01 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-3.13 -7.63 -5.25 -3.98 -1.57 -0.52 -0.43 2013
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 推計値※
ルクセンブルク 法人税名目税率：％ 29.6% 28.6% 28.6% 28.8% 28.8% 29.2% 29.2%
間接税率：％ 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0%
実質GDP成長率：％ -0.7% -5.6% 3.1% 1.9% -0.2% 2.1% 2.7% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.00 1.03 1.04 1.03 1.02 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
0.74 -0.41 -0.40 -0.04 -0.06 -0.04 0.11 2013
チェコ 法人税名目税率：％ 21.0% 20.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0%
間接税率：％ 19.0% 19.0% 20.0% 20.0% 20.0% 21.0% 21.0%
実質GDP成長率：％ 3.1% -4.5% 2.5% 1.8% -1.0% -0.9% 2.5% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.06 1.01 1.01 1.02 1.03 1.01 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-56.48 -179.03 -137.36 -78.30 -111.98 -8.75 1.76 2013
ハンガリー 法人税名目税率：％ 16.0% 16.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0%
間接税率：％ 20.0% 20.0% 25.0% 25.0% 27.0% 27.0% 27.0%
実質GDP成長率：％ 0.9% -6.8% 1.1% 1.6% -1.7% 1.1% 2.8% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.06 1.04 1.05 1.04 1.06 1.02 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
4.32 -119.93 -137.00 2,220.76 557.22 527.59 304.45 2013
オーストリア 法人税名目税率：％ 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
間接税率：％ 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
実質GDP成長率：％ 1.4% -3.8% 1.8% 2.8% 0.9% 0.3% 1.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 1.00 1.02 1.04 1.03 1.02 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
3.00 -5.28 -6.60 -0.76 -1.22 1.87 -2.84 2013
ポーランド 法人税名目税率：％ 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0%
間接税率：％ 22.0% 22.0% 22.0% 23.0% 23.0% 23.0% 23.0%
実質GDP成長率：％ 5.1% 1.6% 3.9% 4.5% 2.0% 1.6% 3.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.03 1.03 1.04 1.04 1.01 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-18.62 -64.92 -73.72 -35.43 -17.18 -27.50 -15.29 2013
ルーマニア 法人税名目税率：％ 16.0% 16.0% 16.0% 16.0% 16.0% 16.0% 16.0%
間接税率：％ 19.0% 19.0% 24.0% 24.0% 24.0% 24.0% 24.0%
実質GDP成長率：％ 7.3% -6.6% -1.1% 2.3% 0.6% 3.5% 2.4% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.08 1.06 1.06 1.06 1.03 1.04 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-21.63 -31.21 -26.94 -15.55 -4.34 -5.21 -3.97 2013
スロベニア 法人税名目税率：％ 22.0% 21.0% 20.0% 20.0% 18.0% 17.0% 17.0%
間接税率：％ 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 22.0% 22.0%
実質GDP成長率：％ 3.3% -7.8% 1.2% 0.6% -2.6% -1.0% 1.4% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.06 1.01 1.02 1.02 1.03 1.02 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
0.18 -1.65 -1.46 -1.54 -0.52 -4.18 -0.61 2013
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 推計値※
フィンランド 法人税名目税率：％ 26.0% 26.0% 26.0% 26.0% 24.5% 24.5% 20.0%
間接税率：％ 22.0% 22.0% 23.0% 23.0% 23.0% 24.0% 24.0%
実質GDP成長率：％ 0.7% -8.3% 3.0% 2.6% -1.5% -1.2% -0.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.02 1.02 1.03 1.03 1.02 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
6.35 -5.74 -5.31 -2.42 -4.39 -4.88 -5.07 2013
スウェーデン 法人税名目税率：％ 28.0% 26.3% 26.3% 26.3% 26.3% 22.0% 22.0%
間接税率：％ 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
実質GDP成長率：％ -0.6% -5.0% 6.6% 2.9% 0.9% 1.6% 2.1% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 1.00 1.01 1.03 1.01 1.00 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
85.12 -23.23 7.13 10.72 -24.26 -50.96 -75.89 2013
イギリス 法人税名目税率：％ 30.0% 28.0% 28.0% 26.0% 24.0% 23.0% 21.0%
間接税率：％ 17.5% 15.0% 17.5% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
実質GDP成長率：％ -0.8% -5.2% 1.7% 1.1% 0.3% 1.7% 3.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.02 1.03 1.04 1.03 1.03 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-50.89 -139.22 -110.54 -76.13 -87.02 -71.83 -58.98 2013
アイルランド 法人税名目税率：％ 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5%
間接税率：％ 21.0% 21.5% 21.0% 21.0% 23.0% 23.0% 23.0%
実質GDP成長率：％ -2.6% -6.4% -0.3% 2.8% -0.3% 0.2% 3.6% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 0.98 0.98 1.01 1.02 1.01 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-12.02 -19.87 -44.27 -16.95 -8.14 -5.10 -0.53 2013
アイスランド 法人税名目税率：％ 15.0% 15.0% 18.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
間接税率：％ 24.5% 24.5% 25.5% 25.5% 25.5% 25.5% 25.5%
実質GDP成長率：％ 1.2% -6.6% -4.1% 2.7% 1.5% 3.3% 2.9% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.13 1.12 1.05 1.04 1.05 1.04 1.03 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-200.25 -97.50 -101.84 -31.17 5.40 27.84 95.68 2013
スイス 法人税名目税率：％ 19.2% 19.0% 18.8% 18.3% 18.1% 18.0% 17.9%
間接税率：％ 7.6% 7.6% 7.6% 8.0% 8.0% 8.0% 8.0%
実質GDP成長率：％ 2.2% -1.9% 3.0% 1.8% 1.0% 1.9% 1.3% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.02 1.00 1.01 1.00 0.99 1.00 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
13.58 6.21 4.47 5.68 5.88 5.50 7.02 2013
ノルウェー 法人税名目税率：％ 28.0% 28.0% 28.0% 28.0% 28.0% 28.0% 27.0%
間接税率：％ 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
実質GDP成長率：％ 0.1% -1.6% 0.5% 1.3% 2.9% 0.6% 1.8% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.02 1.02 1.01 1.01 1.02 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
403.65 193.35 228.65 310.25 346.96 276.76 281.09 2013
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 推計値※
ロシア 法人税名目税率：％ 24.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
間接税率：％ 18.0% 18.0% 18.0% 18.0% 18.0% 18.0% 18.0%
実質GDP成長率：％ 5.2% -7.8% 4.5% 4.3% 3.4% 1.3% 0.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.14 1.12 1.07 1.08 1.05 1.07 1.07 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
2,094.82 -2,311.48 -1,442.35 1,046.59 503.53 -602.19 -306.67 2013
カナダ 法人税名目税率：％ 33.5% 33.0% 31.0% 28.0% 26.0% 26.0% 26.5%
間接税率：％ 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0%
実質GDP成長率：％ 1.2% -2.7% 3.4% 2.5% 1.7% 2.0% 2.3% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.02 1.00 1.02 1.03 1.02 1.01 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-4.00 -57.25 -71.64 -58.51 -51.55 -49.96 -41.43 2013
アメリカ 法人税名目税率：％ 40.0% 40.0% 40.0% 40.0% 40.0% 40.0% 40.0%
間接税率：％ n/a n/a n/a n/a n/a n/a n/a
実質GDP成長率：％ -0.3% -2.8% 2.5% 1.6% 2.3% 2.2% 2.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.00 1.02 1.03 1.02 1.01 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-730.21 -1,669.57 -1,381.17 -1,182.38 -1,022.66 -607.24 -586.10 2013
メキシコ 法人税名目税率：％ 28.0% 28.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0%
間接税率：％ 15.0% 15.0% 16.0% 16.0% 16.0% 16.0% 16.0%
実質GDP成長率：％ 1.4% -4.7% 5.1% 4.0% 4.0% 1.1% 2.4% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.05 1.05 1.04 1.03 1.04 1.04 1.04 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
188.52 -288.08 -230.57 -138.63 -178.97 -211.48 -260.94 2013
ブラジル 法人税名目税率：％ 34.0% 34.0% 34.0% 34.0% 34.0% 34.0% 25.0%
間接税率：％ 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0%
実質GDP成長率：％ 5.2% -0.3% 7.5% 2.7% 1.0% 2.5% 0.3% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.06 1.05 1.05 1.07 1.05 1.06 1.06 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
117.83 64.77 89.72 128.71 92.55 91.31 66.60 2013
チリ 法人税名目税率：％ 17.0% 17.0% 17.0% 20.0% 18.5% 20.0% 20.0%
間接税率：％ 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0%
実質GDP成長率：％ 3.2% -1.0% 5.7% 5.8% 5.5% 4.2% 2.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.09 1.01 1.01 1.03 1.03 1.02 1.04 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
3,541.24 -4,129.63 -350.08 1,823.62 1,028.15 -790.70 -2,385.77 2013
日本 法人税名目税率：％ 40.7% 40.7% 40.7% 40.7% 38.0% 38.0% 35.6%
間接税率：％ 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 8.0%
実質GDP成長率：％ -1.0% -5.5% 4.7% -0.5% 1.5% 1.5% 0.9% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.01 0.99 0.99 1.00 1.00 1.00 1.03 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-19,263.40 -46,666.90 -41,683.20 -42,460.50 -37,029.50 -35,275.65 -30,687.41 2013
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 推計値※
韓国 法人税名目税率：％ 27.5% 24.2% 24.2% 22.0% 24.2% 24.2% 24.2%
間接税率：％ 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
実質GDP成長率：％ 2.8% 0.7% 6.5% 3.7% 2.3% 3.0% 3.7% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.05 1.03 1.03 1.04 1.02 1.01 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
12,741.90 -7,528.54 10,126.57 12,646.39 10,423.08 -2,841.95 -6,523.17 2012
中国 法人税名目税率：％ 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
間接税率：％ 17.0% 17.0% 17.0% 17.0% 17.0% 25.0% 17.0%
実質GDP成長率：％ 9.6% 9.2% 10.4% 9.3% 7.7% 7.7% 7.4% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.06 0.99 1.03 1.05 1.03 1.03 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
122.63 -469.65 -312.45 503.07 363.71 -240.22 -347.48 2013
香港 法人税名目税率：％ 16.5% 16.5% 16.5% 16.5% 16.5% 16.5% 16.5%
間接税率：％ n/a n/a n/a n/a n/a n/a n/a
実質GDP成長率：％ 2.1% -2.5% 6.8% 4.8% 1.6% 2.9% 3.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.01 1.02 1.05 1.04 1.04 1.04 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-5.29 23.28 71.86 70.28 61.39 12.80 56.31 2012
タイ 法人税名目税率：％ 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 23.0% 20.0% 20.0%
間接税率：％ 7.0% 7.0% 7.0% 7.0% 7.0% 7.0% 7.0%
実質GDP成長率：％ 2.5% -2.3% 7.8% 0.1% 6.5% 2.9% 1.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.05 0.99 1.03 1.04 1.03 1.02 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
90.00 -215.33 5.90 34.94 -99.98 71.85 -196.89 2013
ベトナム 法人税名目税率：％ 28.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 22.0%
間接税率：％ 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
実質GDP成長率：％ 5.7% 5.4% 6.4% 6.2% 5.2% 5.4% 5.5% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.23 1.07 1.09 1.19 1.09 1.07 1.05 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
8,837.00 -88,439.10 -34,077.00 292.00 -180,899.41 -152,159.45 -204,018.95 2013
インドネシア 法人税名目税率：％ 30.0% 28.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
間接税率：％ 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
実質GDP成長率：％ 6.0% 4.6% 6.2% 6.5% 6.3% 5.8% 5.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.10 1.05 1.05 1.05 1.04 1.06 1.06 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
91,359.94 -5,051.88 3,117.26 46,573.47 -36,168.61 -77,108.47 -113,884.12 2013
シンガポール 法人税名目税率：％ 18.0% 18.0% 17.0% 17.0% 17.0% 17.0% 17.0%
間接税率：％ 7.0% 7.0% 7.0% 7.0% 7.0% 7.0% 7.0%
実質GDP成長率：％ 1.8% -0.6% 15.2% 6.1% 2.5% 3.9% 3.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.07 1.01 1.03 1.05 1.05 1.02 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
13.29 -5.94 16.95 24.63 23.33 15.85 11.18 2012




（出所）KPMG Data Online 
http://www.kpmg.com/Global/en/services/tax/tax-tools-and-resources/pages/tax-rates-online.aspx、IMF World 
Economic Outlook http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2014/02/weodata/index.aspx より筆者作成 
2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 推計値※
マレーシア 法人税名目税率：％ 26.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
間接税率：％ 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
実質GDP成長率：％ 4.8% -1.5% 7.4% 5.2% 5.6% 4.7% 5.9% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.05 1.01 1.02 1.03 1.02 1.02 1.03 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-16.47 -36.53 -24.19 -18.36 -16.57 -25.79 -17.20 2013
フィリピン 法人税名目税率：％ 35.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0%
間接税率：％ 12.0% 12.0% 12.0% 12.0% 12.0% 12.0% 12.0%
実質GDP成長率：％ 4.2% 1.1% 7.6% 3.7% 6.8% 7.2% 6.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.08 1.04 1.04 1.05 1.03 1.03 1.04 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
263.38 50.25 60.35 212.04 209.47 270.07 272.19 2013
インド 法人税名目税率：％ 34.0% 34.0% 34.0% 32.4% 32.5% 34.0% 34.0%
間接税率：％ 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 13.0% 14.0%
実質GDP成長率：％ 3.9% 8.5% 10.3% 6.6% 4.7% 5.0% 5.6% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.09 1.11 1.09 1.09 1.10 1.09 1.08 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-2,983.35 -3,356.66 -3,258.66 -3,376.17 -3,095.08 -2,988.08 -3,331.06 2013
パキスタン 法人税名目税率：％ 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 34.0%
間接税率：％ 15.0% 16.0% 16.0% 16.0% 16.0% 17.0% 17.0%
実質GDP成長率：％ 5.0% 0.4% 2.6% 3.6% 3.8% 3.7% 4.1% 2014
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.11 1.18 1.10 1.14 1.11 1.07 1.09 2014
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-261.29 -15.61 -236.22 -561.97 -795.59 -837.27 -48.18 2014
オーストラリア 法人税名目税率：％ 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0%
間接税率：％ 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
実質GDP成長率：％ 2.7% 1.5% 2.2% 2.6% 3.6% 2.3% 2.8% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.02 1.03 1.03 1.02 1.02 1.03 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-14.38 -56.78 -65.43 -57.54 -41.88 -42.92 -41.22 2013
南アフリカ 法人税名目税率：％ 34.6% 34.6% 34.6% 34.6% 34.6% 28.0% 28.0%
間接税率：％ 14.0% 14.0% 14.0% 14.0% 14.0% 14.0% 14.0%
実質GDP成長率：％ 3.6% -1.5% 3.1% 3.6% 2.5% 1.9% 1.4% 2012
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.12 1.07 1.04 1.05 1.06 1.06 1.06 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
46.43 -60.98 -60.96 -37.28 -43.42 -45.08 -56.73 2013
※表記年以降はIMF推計値
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（出所）一般社団法人ジャパン・タックス・インスティチュート 国際課税委員会（第 69 回）資料
http://www.japantax.jp/mm/file_kokusai/siryou130731_01.pdf 
 
